
【ＤＯ（実施）】

令和 元 年度 施策評価表

施策担当部等 市民環境部 部長 杉野　幸夫
施策担当課等 地域げんき課 課長 中村　浩樹

基本計画における目標値
H28目標値 H29目標値 H30目標値 R1目標値 R2目標値 H30年度

施策 2301 地域コミュニティの活性化

施策の方針
地域コミュニティの活性化を図るための支援を行う。また、町内公民館の施設整備に対する支援を行
う。

指標名 単位
基準値
（H26） H28実績値 H29実績値 H30実績値 R1実績値 R2実績値 達成率 進捗率

54.8 56.1 57.4 58.7 60.0

51.7 49.7 50.3

78.9 78.9 79.2 79.6

施策達成状況の説明

施策経費
H30年度 R1年度 R2年度

⑤

特記事項

　地域においては、市全体の人口は増加しているものの、少子高齢化や核家族化が進み、人と人との関わりや各種行事への参加が減る
など、住民交流が希薄となり、町内会加入率の減少が続いている。地域との交流やつながりがあると感じている人の割合については、
町内会加入率の低下に比例して伸びが抑えられ、目標値には至っていない状況である。

決算 予算 見込

事業費 47,497 47,470 47,740

国庫支出金 8,832 4,464 4,239

（単位:千円）

県支出金 0 1,500 1,500

地方債 0 0 0

その他 2,000 4,500 2,000

230101
地域コミュニティの活性
化

地域コミュニティの活性化を図るために、環境美化や防災・防犯、郷土芸能等、地域づく
りに関する自発的な活動への支援を行います。
また、生涯学習や地域活動の拠点である町内公民館の新築や増改築等、施設整備への助成
を行います。
さらに、市民が町内会活動や市主催行事などに安心して参加できるような環境を整えま
す。

①
隣近所や地域と交流やつながりがあると感じてい
る人の割合

％
53.6

（H27）
87.6% 83.8%

② 町内会加入率 ％
79.8

（H27）
97.7% 91.1%

78.9 77.6 77.4

85.0

③

④

施策の概要

一般財源 36,665 37,006 40,001

人件費 18,242 27,464 -

フルコスト 65,739 74,934 -

内
訳



【ＣＨＥＣＫ（評価）施策担当部長】

【ＣＨＥＣＫ（評価）評価調整委員会】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

令和２年度新規事業

0

対象・事業概要など
事業費（千円）

1

施策を達成
する上での
問題点・課
題

 現在の地域コミュニティ活動は主に高齢者が担っており、若年層の参加が進んでいない現状がある。また、町内会に属し
てはいるものの、現実的な活動を行っていない若年層もいるため、今後は町内会への若年層の加入に加えて町内会の活動に
参加してもらうことが必要となってくる。
 また、町内公民館の施設整備については、毎年、大村市公民館連絡協議会から「町内公民館建設費補助金」をはじめとし
た補助金の増額要望が提出されているが、財政的に困難な状況である。ただし、以前から要望の中で求められていた「補助
基準の見直し」については、現在検討しているところである。

問題点・課
題を踏まえ
た施策構成
事務事業の
改善・改革
や新規事業
についての
考え方

事業名（仮称） 担当課

　地域コミュニティ活性化の実績値は、目標を下回っている状況であるが、人口の増加に伴い町内会の総加入世帯数は増加
していることや、地域との交流やつながりがあると感じている人の割合も単年度では増加していることなどの要因もあるた
め、今後は、特に若年層のさらなる町内会への加入促進や、地域活動への積極的な参加を促し、地域コミュニティの活性化
へつなげていく必要がある。そのためにも、今後も最も身近な住民組織で有る町内会を中心とした様々な活動を支援し、長
期的な視野でその地域・時代に応じた各種事業を継続することが必要である。
　また、町内公民館建設費補助金については、町内会未加入世帯や単身高齢者世帯の増加により、町内公民館建設のための
積立が難しくなってきていることから、大村市町内公民館補助金交付要綱を改正し、住民の負担軽減に努める。

R2年度見込
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